
1 基本情報 4

年度 19 事務事業名 作成日 重要度 4

無 無

２　事業の概要　　Ｄｏ

単位

人
回

３　投入資源 会計区分 事業費単位：円

インプット指標 18年度決算 前年比 19年度決算 前年比 前年比 備考

課長以上職員 0.083 76.9 0.085 102.4 95.3

主幹以下職員 0.003 100.0 0.003 100.0 100.0

臨時職員 - - -

人件費 739,428 75.1 765,688 103.6 94.5
事業費 6,000 100.0 12,000 200.0 300.0

合計 745,428 75.2 777,688 104.3 97.6

国庫支出金 - - -

県支出金 0 - 0 - -

市債 - - -

その他 - - -
一般財源 745,428 75.2 777,688 104.3 97.6

合計 745,428 75.2 777,688 104.3 97.6

４　評価指標
【有効性】

指標単位 区分 18年度 前年比 19年度 前年比 前年比 備考

目標 3 100.0 3 100.0 100.0
実績 1 100.0 1 100.0

指標単位 区分 18年度 前年比 19年度 前年比 前年比 備考

目標 6 100.0 6 100.0 100.0
実績 1 100.0 2 200.0

【効率性】

事業番号 0145/150705/19/03 事業の類型

予算事業名 介護予防・地域支え合い事業

事務事業評価シート２（一般事業）

担当部課名 健康福祉課

寝具類洗濯乾燥消毒サービス事業 平成21年1月20日

政策名 すこやかに暮らせる、心かようまちづくり

根拠法規及び関連法規 老人福祉法

施策名 高齢者福祉 実施計画への記載 主要事業の指定

事
業
の
目
的

誰のために（具体
的に）

寝たきり等で寝具の衛生管理が困難な６５歳以上のみの世帯で、要介護３相当以上の者。

誰（何）を対象として寝たきり等で寝具の衛生管理が困難な６５歳以上のみの世帯で、要介護３相当以上の者。

意図（どのような状
態にしたいのか）

寝具の洗濯・乾燥・消毒を行って、心身のリフレッシュを図る。

実施の概要 年２回を限度に、寝具の洗濯・乾燥・消毒を実施（業者委託による）。

活
動
実
績

項目 17年度実績 18年度実績 19年度実績 20年度計画

利用者数 1 1 1 3

延べ利用回数 1 1 2 6

一般会計

17年度決算 20年度予算

人員
0.108 0.081

0.003 0.003

991,236

支出内訳
985,236 723,408

6,000 36,000

991,236 759,408

財源内訳

0 0

759,408

991,236 759,408

指標説明（式） 延べ利用者数の増減

17年度 20年度（計画）

指標名１ 延べ利用者数の増減

指標名２ 延べ利用回数の増減

指標説明（式） 延べ利用回数の増減

人 3 3
1

指標名１ １時間で処理する仕事量

17年度 20年度（計画）

回 6 6
1



指標単位 区分 18年度 前年比 19年度 前年比 前年比 備考
実績 1,000 100.0 2,000 200.0 300.0

指標単位 区分 18年度 前年比 19年度 前年比 前年比 備考
実績 - - -

５　事業の評価（１9年度実績）　Check
具体的な評価観点

６　課題として認識された点
具体的な評価観点

７　事業の改革改善　Action
（１）評価結果を踏まえた20年度の改革改善内容

具体的な評価観点

（２）20年度の実施方針

－

20

指標説明（式） 委託料／（2,000時間×主幹以下職員の人員資源）

指標名２

指標説明（式）

17年度 20年度（計画）
円 1,000 6,000

２次評価（課長）

17年度 20年度（計画）

評価視点 評価コメント及び現状認識 １次評価（係長）

妥当性
目的の妥当性

自宅での生活を支援する上で寝具類の洗濯の援助を行うことは妥当で
ある。

4 4

市民ニーズ
対象者が少ないため市民全体からのニーズは高いとは言えないが、制
度利用者にとっては、必要なサービスである。

有効性

成果目標（改
善）達成度

延べ利用者、延べ利用回数とも横ばい気味である。

3 3

市民サービス
恒常的に寝たきりに陥った高齢者に清潔感をもたらし心身のリフレッ
シュを図る上で有効である。

3

手段の最適性
利用者利用回数が少なく対象者等の検討を含めた制度改正等の検討
の余地がある。

評価視点 内容

効率性

コストの節減 事業費は横ばい気味である。

3

効率性 手段の最適性
利用者・利用回数が常にわずかであり、市民に対する広
報活動を強化する。

妥当性 市民ニーズ
利用者が少ないため対象要件も含めた事業継続について検
討の余地が有る。
平成17年度より県の補助対象外。

評価視点 内容

検討の有無

総合指標

Ｈ19→Ｈ20予算反映額

継続実施

0
1
2
3
4
5

重要度（方
向性）

妥当性

有効性

効率性


